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博士課程修了者をはじめとする高度専門人材は、科学技術イノベーションの基盤であ
り、付加価値の高い知識創出に欠かせないばかりか、グローバルな経済競争の最前線と
切り離すことのできない重要な要素である。このため、これまでに高度人材の育成に関
し種々の取組みがなれされるとともに、活性化の手法として人材の流動化、多様化のた
めの方策がとられてきたところである。本資料では、科学技術分野の高度専門人材に関
する調査等を俯瞰的にとりまとめ、若手研究者を中心とした科学技術分野の高度専門人
材の育成と活用、グローバル人材の育成と多様化の現状と課題を簡潔にとりまとめる。 
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Ⅰ．若手研究者の育成と活用 
１．博士課程修了者の進路動向 
（１）博士号取得者の数は、科学技術人材の質を測る上での重要な指標の一つと考えられる
が、博士号取得者数は 2006 年度をピークに減少傾向にある。（【図表 1】）。 
 
注：1)「保健」とは、医学、歯学、薬学及び保健学である。 
2)「その他」には、教育、芸術、家政を含む。 
資料：1986 年度までは広島大学教育研究センター、「高等教育統計データ（1989）」、1987 年度以降は文部科学省調べ。 
 
【図表 1】 博士号取得者数の推移 
出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2014」, 調査資料-229, 2014 
 
人口１00 万人当たりの博士号取得者数（2010 年度）を各国と比較すると、日本は 100
万人当たり 131 人であり、他国に比して少ない（【図表 2】）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図表 2】 人口 100 万人当たりの博士号取得者数 
出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2014」, 調査資料-229, 2014 
注： 
＜日本＞当該年度の 4 月から翌年 3 月までの博士号取得
者数を計上。 
＜米国＞当該年 9 月から始まる年度における博士号取得
者数を計上。ここでいう博士号取得者は、“Digest of 
Education Statistics 2012”に掲載されている“Doctor's 
degrees”の数値から医学士や法学士といった第一職業専
門学位の数値のうち、「法経」、「医・歯・薬・保健」、
「その他」分野の数値を除いたものである。 
＜ドイツ＞当該年の冬学期及び翌年の夏学期における博
士試験合格者数を計上。 
＜フランス＞当該年（暦年）における博士号（通算 8 年）
の取得者数。それ以外の注は出典の図表 3-4-1(A)フラン
スと同じ。 
＜英国＞当該年（暦年）における大学及び高等教育カレ
ッジの上級学位取得者数を計上。それ以外の注は出典の
図表 3-4-1(A)英国と同じ。 
＜韓国＞当該年度の 3 月から翌年 2 月までの博士号取得
者数を計上。それ以外の注は出典の図表 3-4-1(A)韓国と
同じ。 
資料：出典の図表 3-4-1(A)と同じ 
参照：出典の表 3-4-1 
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（２）博士課程修了者（2009 年度）の約 6 割が大学教員、ポストドクター等（※1）、科学研究
者（※2）、専門的技術者（※3）などの研究開発関連職に就いており、次いで医師等が 17％、
医師等以外の専門知識を要する職が 4％を占める（【図表 3】）。ポストドクター等については、
文部科学省「博士課程修了者の進路実態に関する調査研究」において「就職者」として分類され
た 1,448 名を対象としているが、実際には「就職者以外」として分類されたポストドクター等
が別途 1,429 名存在することに留意されたい。 
 
【図表 3】博士課程修了直後の職業内訳（2009 年度修了者） 
出典： 文部科学省「博士課程修了者の進路実態に関する調査研究 報告書」2011 より作成 
 
 
 
 
【図表 4】 博士課程修了直後の職業と所属（2009 年度修了者） 
出典： 文部科学省「博士課程修了者の進路実態に関する調査研究 報告書」2011 より作成 
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（３）博士課程進学時には、就職先として大学等（※4）の教育機関を希望している者が最も
多く、次いで民間企業、公的研究機関（※5）の希望が同数程度見られる（【図表 5】）。 
 
【図表 5】 博士課程進学時に修了後の進路として意識していた就職先(国内) 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の大学院における修学と経済状況に関する調査研究」,  
調査資料-206, 2012 
 
   博士課程に進む以前の進路選択の検討にあたっては、修士課程の学生が、博士課程進
学ではなく就職を選んだ理由として、「経済的に自立したい」「修了後の就職が心配」な
ど、経済的負担及び修了後の経済的自立の見通しの低さを挙げている（【図表 6】）。 
   また、博士進学を検討する際、進学を考えるための最も重要な条件として、経済的支
援の拡充を最も多く選択しており、次いで民間企業による博士課程修了者の雇用増加を
選択している（【図表 7】）。 
 
【図表 6】 博士課程進学ではなく就職を選んだ理由  
出典：科学技術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」, 調査資料-165, 2009 
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 【図表 7】 博士課程進学の検討に重要な項目  
出典：科学技術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」, 調査資料-165, 2009 
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賃金や昇進が優遇されるなど、博士課程修了者の民
間企業などにおける雇用条件が改善する
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※１ポストドクター等：博士の学位を取得後、任期付で任用される者であり、①大学等の研究機関で研究業務に従事して
いる者であって、教授・准教授・助教・助手等の職にない者や、②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従
事している者のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者。（博士課程に標準修業年限以上在学
し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む。） 
※２ 科学研究者：試験・研究施設で自然科学に関する専門的・科学的知識を必要とする研究の仕事に従事する者。 
※３ 専門的技術者：科学的・専門的知識と手段を生産に応用し、生産における企画・管理・監督・研究などの科学的・技
術的な仕事に従事する者。 
※４ 大学等：国・公・私と高専・短大、大学利用機関を含む 
※５ 公的研究機関：独立行政法人、特殊法人、国立試験研究機関、公設試験研究機関 
 
博士号取得者の数は減少しはじめており、人口あたりの割合も主要国に比して低い。 
 
博士課程進学にあたっては、在籍中の経済的状況に加え、修了後のキャリアパスの不
透明さ、進路の不安定さが積極的な選択を妨げている。また、雇用環境の改善といった
外的環境の変化に対する期待が先行している。 
 
優秀な人材の博士号取得への進路選択を促すためには、博士課程修了後のキャリアパ
スを明示し、修了後の経済的自立の見通しが立てられる状況にすることが必要である。 
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２．ポストドクター等若手人材の活用状況 
（１）ポストドクター等の雇用状況 
進路選択において、ポストドクター等となる者の割合は、理学が最も多く36％を占め、
工学が 23％で次いでいる。保健は 15％、農学は 9％となっている（【図表 8】）。 
理学の中では、生物（41％）の割合が最も高く、次いで物理（19％）が占める。工学
ではその他（25％）を除けば、電気・通信（19％）、材料（15％）の順である。保健に
おいては、医学が 76％を占める（調査資料-232 の記述より）。 
【図表 8】 ポストドクター等の分野内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
ポストドクター等の所属機関の 76%を大学が占め、次いで研究開発法人では 23％とな
っている（【図表 9-1】）。特に、国立大学法人に所属するポストドクター等が、全ポスト
ドクター等の過半数（54％）を占めている。また、雇用財源の約 4 割（43％）は競争的
資金等の外部資金であり、約 3 割（33％）が自主財源で雇用されている（【図表 9-2】）。 
 
 
 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
【図表 9-1】 ポストドクター等の所属機関種内訳  【図表 9-2】 ポストドクター等の主な雇用財源内訳 
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（２）ポストドクター等の研究活動・生活実態 
ポストドクター等の研究活動及び生活実態に関する分析から、以下のようなポストド
クター像が浮かび上がる（調査資料-159 の記述より）。 
― 任期は 3 年弱（平均 2.7 年） 
― 平均月給は、約 30 万円（税引き前） 
さらに、 
― 「自分の主たる研究」（約 7 割）の他、「自分の研究以外の研究・教育業務」（1.7
割）及び「その他の業務(雑務)」（1.3 割）をこなし 
― 「論文の執筆」に関しては約半数がある程度以上の自立性を与えられつつも、共
同研究の選択などの決定に関われる者は少ない（【図表 10】） 
ことがうかがわれる。 
【図表 10】 ポストドクター等の研究活動における決定権 
出典：科学技術政策研究所「ポストドクター等の研究活動及び生活実態に関する分析」, 調査資料-159, 2011 
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（３）ポストドクター等の若手人材の活用 
教員の任期付雇用の適用率は増加を続けており、特に若手人材では、2006 年度時点
において、大学全体の助教の 27％が任期付での雇用である（【図表 11-1】）。 
また、国立大学における任期付雇用者の数は、2006 年度時点で 2001 年度の 5.3 倍で
ある（【図表 11-2】）。 
研究者に対するアンケート調査（2008 年度）では、34 歳以下の若手研究者の約半数
（大学： 54％、独立行政法人・国立試験研究機関：45％）が任期付きの雇用となって
いる（【図表 12-1】、【図表 12-2】）。 
 
注：文部科学省調べ                            注：文部科学省調べ 
 
 
出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 
関する調査分析～」, NISTEP REPORT No. 123, 2009  
 
 
 
 
   
 
出典：科学技術政策研究所 「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 
関する調査分析～」, NISTEP REPORT No. 123, 2009  
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【図表 12-1】 年齢層別任期適用割合（大学）  【図表 12-2】 年齢層別任期適用割合 
（独立行政法人・国立試験研究機関） 
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（４）論文生産活動における若手人材の役割 
ポストドクターの経験を有する研究者の比率は若い世代ほど高く、ポストドクターの
経験は、研究者の経歴として一般的になってきていると推察される（【図表 13-1】）。 
ポストドクター経験のある研究者の英語論文数は多く、特に 45 歳以上の年齢層にお
いて、論文数の違いが大きく現れている（【図表 13-2】）。 
出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 
関する調査分析～」, NISTEP REPORT No. 123, 2009 
 
論文筆頭著者の日米比較をみると、日本より米国の方が、学生やポストドクターが論
文筆頭著者として貢献している割合が高い（物理科学系分野）ことがうかがえる。 
生命科学系では日米いずれにおいても論文生産における若手研究者の寄与が大きく、
ポストドクターが高被引用度論文（トップ 1％論文）において筆頭著者として寄与する
比率が高い（【図表 14】、【図表 15】）。 
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【図表 13-1】 ポストドクター経験の状況  【図表 13-2】 ポストドクター経験の有無と論文発表数 
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【図表 14】 論文生産性における筆頭著者の職位別内訳 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 
「科学における知識生産プロセス：日米の科学者に対する大規模調査からの主要な発見事実」, 調査資料-203, 2011 
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     【図表 15】 対象論文の筆頭者における若手研究者（学生、ポストドクター）の割合 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 
「科学における知識生産プロセス：日米の科学者に対する大規模調査からの主要な発見事実」, 調査資料-203, 2011 
 
 
 
 
 
 
  
学生
ポスト
ドクター
自然科学系 849 35% 25% 10%
物理科学系 448 31% 22% 9%
生命科学系 270 45% 34% 11%
自然科学系 606 49% 31% 19%
物理科学系 298 53% 38% 15%
生命科学系 177 60% 33% 27%
自然科学系 274 39% 19% 20%
物理科学系 158 33% 18% 15%
生命科学系 66 52% 20% 32%
自然科学系 261 51% 23% 28%
物理科学系 129 57% 38% 19%
生命科学系 59 64% 14% 51%
トップ1％論文
日本
米国
回答数
若手研究者の割合
通常論文
日本
米国
科学における知識生産の過程において、ポストドクターをはじめとする若手研究者の
役割は大きいが、日米を比較してみると、日本では米国に比してポストドクターなど若
手が研究を主導する機会はまだ少ない。 
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（５）若手教員の登用の実態 
大学における本務教員に占める若手教員（40 歳未満）の割合は、減少を続けている（【図
表 16-1】、【図表 16-2】）。さらに、本務教員であっても任期付の雇用である者も増加し
ている。これらに加え、相当数のポストドクターが雇用されている状況であるが、大学
におけるポストドクターの数の把握状況はまちまちで、統計上の実態は不明の部分が大
きい。 
【図表 16-1】 大学における若手教員（40 歳未満）の状況（国公私全体） 
出典：文部科学省「学校教員統計調査報告書」各年度より作成 
 
 
【図表 16-2】 職階別教員に占める若手教員（40 歳未満）の割合（国立大学法人） 
出典：文部科学省「学校教員統計調査報告書」各年度より作成 
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2012 年 11 月に在籍したポストドクター等の採用前の所属機関は、約 60%が国内大学
であり、約 10％の国外からの採用及び若干（3.3％）の民間企業からの採用を除けばほと
んどが国内の大学・研究機関からの採用である（【図表 17-1】）。  
また、約半年後（2013 年 4 月 1 日時点）の移動状況をみると、ポストドクター等の継
続が 8 割弱を占め、1 割強がポストドクター等から職種を変更し、大学教員や研究開発
等の職を得ている（【図表 17-2】）。 
 
【図表 17-1】 ポストドクター等の採用前の所属機関の内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
【図表 17-2】 ポストドクター等の継続・職種変更の状況内訳  
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
同一機関・同一の状態で
ポストドクター等を継続
9,002人
63.5%
同一機関内で雇用財源・研究室を
変更してポストドクター等を継続
1,305人
9.2%
他機関でポストドクター等を継続
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4.9%
大学教員
1,103人
7.8%
大学教員以外の研究・開発職
（ポストドクター等を除く）
446人
3.1%
非研究開発職（分類不能を含む）
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1.4%
学生、専業主夫・婦、無職
182人
1.3%
不明
1,243人
8.8%
ポストドクター等から
職種変更
1,930人
13.6%
ポストドクター等を継続
11,002人
77.6%
【計： 14,175人】
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2.3%
国内の私立大学
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11.7%
大学共同利用機関
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1.2%
高専・短大
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0.1%
大学以外の国内教育機関
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0.4%
国外の教育機関
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9.6%
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13.2%
民間企業
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3.3%
その他の機関
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無所属
394人
2.8%
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832人
5.9%
国内大学等
8,642人
60.1%
【計： 14,175人】
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 大学・研究機関等のテニュアポスト（※6）を含む研究職員の採用時の平均競争倍率は
高く、約 3 割の大学でグループリーダー・准教授クラス以上のポストの競争倍率が 10
倍以上である。（【図表 18】）。 
 
 
 
 
   出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査 ～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に 
関する調査分析～」, NISTEP REPORT No. 123, 2009 
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テニュアポストの数に対して求職者の数は多く、若手の登用のための環境は厳しい競
争に晒されている。ポストドクターが一つの場所での任期を終了しても安定的な職を得
られる者は限られている。 
専攻分野による状況は異なるものの、大学・公的研究機関における任期付雇用の増加
により若手研究者は不安定な立場で成果を出し続けなければならない。 
 
部長・室長・教授クラス 
 
グループリーダー・准教授クラス 
 【図表 18】 職階別採用時の競争倍率（セクター別）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※６ テニュアポスト：機関において、任期の定めがない職、又は、任期の定めがあっても再任回数の限度がない常勤の職。 
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Ⅱ．グローバル人材の育成と多様な人材の確保 
１．大学及び研究機関の人材の国際流動性 
（１）博士課程修了者の進路動向とポストドクター等の国際流動性 
 日本人博士課程修了者の 73％は修了直後に国内に留まっており、海外へ移動したもの
は 2％程度に過ぎない。海外の行き先は米国、ドイツ、イギリスなど欧米が中心である
（【図表 19】）。 
2002 年から 2006 年までの就職者動向を比較しても、就職者数の増加によらず国外に
出る者の割合は低位で推移している（【図表 20-1】）。 
さらに国外就職者の職業に注目すると、ポストドクター等が 65％、公的研究機関や民
間企業の研究開発職（【図表 20-2】においては「その他研究開発関連職」）が 17％であ
り、職業選択の指向性が明らかである（【図表 20-2】）。 
【図表 19】 日本人博士課程修了者の修了直後の所在地（2002-2006 年度修了者全体） 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書」, NISTEP REPORT No. 126, 2009 
 
 
 
 
出典：科学技術政策研究所「我が国における博士課程修了者の国際流動性」, 調査資料-180, 2010 
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【図表 20-1】 日本人博士課程修了者の国内・国外 
就職者数の推移（2002-2006 年度修了者全体） 
 
【図表 20-2】 国内・国外別日本人博士課程修了者の修了
直後における職業内訳（2002-2006 年度修了者全体） 
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注：日本人全体には、未就職者、就職先所在が不明の者が含まれる。 
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米国においてポストドクター等になった者のその後については、不明が多いものの、
博士課程修了後 5 年を経過した者は、帰国者と現地に留まる者の比が 2 対 1 にまでなっ
ており、多くの者が日本に帰国している（【図表 21】）。 
【図表 21】 米国でポストドクター等になった者のその後の帰国状況の推移 
出典：科学技術政策研究所「我が国における博士課程修了者の国際流動性」, 調査資料-180, 2010 
 
（２）日本への留学生の流動性 
途上国からの留学生は、工学及び農学の専攻割合が高く、中国は保健、韓国は人文・
社会系の専攻割合が高い（【図表 22-1】）。また、中国、韓国からの留学生は他国の留学
生に比して、博士課程修了後に日本に留まる割合が高いが、他のアジアからの留学生は、
帰国者が日本に留まる者を大きく上回っている（【図表 22-2】）。 
 
出典：科学技術政策研究所「我が国における博士課程修了者の国際流動性」, 調査資料-180, 2010, 図 2-7, 図 2-12 より抜粋 
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若年層に限って見ても、日本の高度人材の国際的流動性は低い。 
 アジアからの留学生に関しても、十分な活躍の場が提供できているとは言い難い。 
【図表 22-1】 留学生修了者の国別研究分野内訳   【図表 22-2】 留学生修了者の国別帰国状況 
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２．グローバル人材の集まる環境構築の現状 
（１）組織・研究チームの国際性 
日米の研究チームにおける論文筆頭著者の生誕国に注目すると、米国の方が大幅に多
様性に富み、6 割以上の若手研究者は米国以外が生誕国である。 
日本では若手研究者の 3 割、シニア研究者の 1 割が日本以外の生誕である。（【図表 23】） 
注 1: 通常論文の高等教育部門、自然科学系の分析結果。著者の配列が「調査対象論文への貢献の順番」とされた回答を対象とした。 
注 2: ここでは、学生（学部、修士、博士）やポストドクターを若手研究者、講師・助教、准教授、教授、その他をシニア研究者とした。 
注 3: 日米の分野構成の差異は調整していない。 
【図表 23】 対象論文の筆頭著者の国籍（通常論文、高等教育部門、自然科学系） 
出典：科学技術政策研究所、一橋大学イノベーション研究センター、ジョージア工科大学 
「科学における知識生産プロセス：日米の科学者に対する大規模調査からの主要な発見事実」, 調査資料-203, 2011 
 
（２）研究チームの国際化と論文生産 
論文著者の生誕国を職階別にみると、米国ではポストドクターの 7 割、博士課程学生
の5割が外国生誕となっている。他の職階においても3～4割が外国生誕の研究者である。 
日本でも、ポストドクター、博士課程学生の外国生誕の者の割合は、他の職階と比べ
ると高くなっている。（【図表 24】） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図表 24】 国内論文における研究者の生誕国の分布（自然科学、大学） 
出典：科学技術政策研究所「研究チームに注目した「科学における知識生産」の分析 ～大規模科学者 
サーベイから見えてきた日米の相違点と類似点～」, 科学技術政策研究レビュー 第 5 巻, 2013 
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日米で研究チームがカバーする専門分野を比較すると、日本は米国に比して研究チー
ムの多様性が低いことがうかがえる。 
日米ともに、高被引用度論文（トップ 1％論文）では 2 分野以上の専門分野の協働に
よる論文生産割合が高い（【図表 25】）。 
 
  【図表 25】 研究チームがカバーする専門分野（10 分野分類） 
       出典：科学技術政策研究所「研究チームに注目した「科学における知識生産」の分析 ～大規模科学者 
サーベイから見えてきた日米の相違点と類似点～」, 科学技術政策研究レビュー 第 5 巻, 2013 
 
  
 
 
 
 
 
  
米国（大学，自然科学） 日本（大学，自然科学） 
米国（大学，医学系） 日本（大学，医学系） 
ポストドクター、博士課程学生の外国人比率は他の職階に比べれば高く、キャリアパ
スの工夫によりグローバル化の加速は不可能ではない。 
加えて、多様なバックグラウンドを有する人材の流動が新たな知識・技術の融合を促
し、イノベーションを生み出す基盤を形成することも可能となる。 
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（３）研究者の国際性と論文生産性 
日本は、論文の国際共著率の高い英・独・仏（【図表 26】では英・独を引用）に比し
て、2 国間共著と多国間共著ともに低い割合である（【図表 26】）。 
Top10％補正論文における国際共著論文（2 国間、多国間）は、英・独・仏では、6 割
以上であり、被引用数の高い論文の産出において大きな役割を果たしている（【図表 26】、
【図表 27】）。 
 
（注 1）Article, Article&Proceedings (article 扱い), Letter, Note, Review を分析対象とし、整数カウントにより分析。3 年移動平均値である。 
（注 2）Top10％補正論文数とは、被引用回数が各年各分野で上位 10％に入る論文の抽出後、実数で論文数の 1/10 となるように補正を
加えた論文数を指す。 
（注 3）国内論文とは、当該国の研究機関の単独で産出した論文と、当該国の研究機関の複数機関の共著論文を指す。 
（注 4）多国間共著論文は、3 ヶ国以上の国の研究機関が共同した論文を指す。 
トムソン・ロイター社 Web of Science を基に、科学技術政策研究所が集計 
【図表 26】 論文数と Top10%補正論文数の構造の比較  
出典：科学技術政策研究所「科学研究のベンチマーキング 2012」, 調査資料-218, 2013 
 
 
 
【図表 27】国内論文と国際共著論文における論文あたり被引用数 
出典：科学技術政策研究所「科学研究のベンチマーキング 2012」, 調査資料-218, 2013 
 
 
（注 1）Article, Article&Proceedings (article 扱い), Letter, Note, Review を分析対象とし、整数カウントにより分析。3 年移動平均値である。 
（注 2）国内論文とは、当該国の研究機関の単独で産出した論文と、当該国の研究機関の複数機関の共著論文を指す。 
（注 3）多国間共著論文は、3 ヶ国以上の国の研究機関が共同した論文を指す。 
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我が国では、米国に比して研究チームがカバーする研究分野の多様性が乏しく、また、
欧米諸国に比して国際共著率も低いため、研究成果への注目が高まらないばかりか、新
しい分野の確立に遅れをとっているのではないか。 
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３．女性研究者の活躍 
（１）博士課程修了者・大学教員の女性比率 
博士課程修了者及び大学教員のいずれの職階でも、過去 30 年にわたる推移を見れば、
その割合は着実に増加している（【図表 28-1】）。 
しかしながら、専攻分野間の女性比率には偏りが大きく、その傾向は学部及び修士課
程時点において既に顕著である（【図表 28-2】）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012 
 
   
 
出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012, 図表 3, 4 及び 
文部科学省「学校基本調査」各年度より作成 
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【図表 28-1】博士課程修了者・教員の女性割合の推移 
 
【図表 28-2】大学・大学院（修士・博士課程）の分野別卒業者数（女性）と女性比率の推移 
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Estonia 
Portugal 
（２）日本の研究者に占める女性比率の推移（セクター別） 
 
セクター毎の研究者に占める女性比率の伸びは、2002 年から 2010 年の間でいずれも
約 3 ポイントであり、大学等に比して企業等における女性比率が少ない（【図表 29】）。 
【図表 29】日本の研究者に占める女性比率の推移（セクター別） 
出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012 
 
博士課程に占める女性の割合と研究者に占める女性の割合には正の相関があるが、我
が国では一定の増加を得つつも、研究者に占める女性の割合は世界の主要国よりも低い
（【図表 30】）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図表 30】研究者に占める女性比率と博士課程の学生に占める女性の割合 
出典：科学技術政策研究所「日本の大学教員の女性比率に関する分析」, 調査資料-209, 2012 
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この 10 年間で、高度専門人材における女性比率は一定の増加がみられるものの、欧
米との比較においては割合、活躍の度合いともに著しく低い。 
工学等特定の分野においては、現状でも女性研究者活躍の促進の余地があるが、女性
比率を増加させるには、修士課程以前の専攻分野選択の変革が起こらなければ、大きな
変化は望めない。 
 
(UNESCO Institute for Statistics) 
注：総務省「科学技術研究調査報告書」 
各年度 
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Ⅲ．高度専門人材のキャリアパスの多様化 
１．ポストドクターの雇用・進路動向 
（１）ポストドクター等からの異動・転職者 
2012 年 11 月時点でポストドクター等に在籍していた者のうち、約半年後（2013 年 4
月 1 日時点）に約 14％が職種を変更している（【図表 31-1】）。転職者のうち半数強は大
学教員であり、次いで公的研究機関等の研究開発職となっている（【図表 31-2】）。 
 
【図表 31-1】ポストドクター等の継続・職種変更の状況内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
 
【図表 31-2】ポストドクター等の職種変更後の職業の内訳 
出典：科学技術・学術政策研究所「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査 －大学・公的研究機関への全数調査 
（2012 年度実績）－」, 調査資料-232, 2014 
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（２）人文・社会分野の進路動向 
博士課程修了直後の進路に関する把握率は、保健、農学、工学、理学の順に高いが、
人文科学、社会科学、その他の分野（「家政」、「教育」、「芸術」など）の把握率は低い（【図
表 32-1】）。 
博士課程修了時における人文・社会・その他分野の学位取得率は、人文科学分野の平
均で約 3 割、社会科学、その他の研究分野で 5 割を下回っており、理系分野に比して低
い（【図表 32-2】）。 
人文・社会・その他分野の博士課程修了直後の職業は、不明の者を除くと専任及びそ
の他の大学教員の割合が 4 割強を占める（【図表 33】）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図表 33】研究分野別に見る博士課程修了直後の職業（2002-2006 年度修了者全体） 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書」, NISTEP REPORT No. 126, 2009 
 
 
博士課程修了直後の職業は、専攻分野による差異が大きい。また、人文・社会分野の
博士課程修了者の動向把握は、他分野に比して不明の割合が大きい。 
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２．博士課程修了者の就職意識 
博士課程進学時に修了後の進路として想定している職種は、工学系においては約７割
が民間企業を意識している。理学、農学、保健分野では、大学等教育機関が最も多いが、
民間企業を意識している者も 4 割以上（保健分野は約 3 割）みられる。人文・社会分野
では、9 割以上が大学等教育機関を想定している（【図表 34-1】）。 
 
これに比して、博士課程修了時には、理工学系いずれの分野においても進学時に想定
しているほどの民間企業への就職者（【図表 34-2】では「その他の研究開発関連職（※
７）」）は見られない（【図表 34-2】）。 
 
 
【図表 34-1】 博士課程進学時に修了後の進路として国内の教育機関・民間企業を意識していた割合 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の大学院における修学と経済状況に関する調査研究」, 
調査資料-206, 2012, 図表 93 より改変 
【図表 34-2】 研究分野別に見る博士課程修了直後の職業（2002-2006 年度修了者全体） 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書」, NISTEP REPORT No. 126, 
2009, 第 36 図表より改変 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※７ その他研究開発関連職：大学以外での研究グループリーダー、主任研究員及びその他の研究・開発者であり、公的研
究機関・民間企業を含む 
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ポストドクター等の就職意識について、さらにみてみると、大学・公的研究機関の研
究者を志向する割合が最も高く、他の職業を積極的に志向する傾向は見られない。（【図
表 35-1】） 
博士課程修了直後にポストドクター等になった者については、修了後からの期間が長
いほどポストドクター等に留まる者は減少するが、不明者も多く、ポストドクター等の
キャリアパスの実態は明らかになっていない（【図表 35-2】）。 
【図表 35-1】ポストドクター等の職業別就職意欲 
出典：科学技術政策研究所「ポストドクター等のキャリア選択に関する分析」, 調査資料-161, 2008 
 【図表 35-2】 博士課程修了直後にポストドクター等となった者の現在の職業 
出典：科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の進路動向調査 報告書」, NISTEP REPORT No. 126, 2009 
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博士課程修了者は、高度専門人材として、社会の多様な場での活躍が期待されている
が、長期的観点からの人材の需給バランスを見据え、博士課程進学者、修了者（ポスト
ドクター等を含む）の柔軟な進路選択を可能とする仕組みが必要である。 
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３．企業が期待する博士人材 
企業が研究開発者としての博士人材に期待する能力や資質として、「専門分野への深い
知識」が最も重視されている。博士課程修了者の採用実績がある企業に対する調査では、
博士人材の採用の理由として「研究開発に有益な特定分野に関する専門的な知識を持つか
ら」と回答した企業が最も多く、全体の 87.5%となっている。次いで、「自身の専門分野以
外でも研究を推進できるから」（69.8%）、「イノベーションに繋がる研究ができるから」
（66.9%）となっている（【図表 36】）。 
 
（注）博士課程修了者の採用実績がある企業のうち、採用理由に回答した企業のみを集計対象とした（n=384）。複数回答可。 
 
【図表 36】博士課程修了者を研究開発者として採用した理由 
出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査 2012」, NISTEP REPORT No. 155, 2013 より作成 
 
 
 
 
 
 
 
  
 博士課程修了者の採用実績がある企業においては、博士課程修了者に対して、専門分
野への深い知識を期待しているが、専門分野以外での研究推進能力についても高く期待
するなど、研究開発の担い手としての博士人材への高い期待がうかがえる。 
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